
 
 

VOL.2 February 2015

Kanoko CHINEN 

[Zamami Island] 

Printed 2015.2.28 ISSN 2188-1855 
Published by Asian Society of Human Services 

A s i a n  S o c i e t y o f  H u m a n  S e r v i c e s  

Total 

Research 



Total Rehabilitation Research，VOL.2 116-123 

SHORT PAPER

特別支援教育における外国語活動の研究動向と

今後の課題 

金城 実菜美 1) 新本 弘美 2) 田中 敦士 3)

1) 琉球大学大学院教育学研究科

2) 琉球大学特別支援教育特別専攻科

3) 琉球大学教育学部

＜Key-words＞ 
外国語活動, 特別支援教育, 外国語指導助手, 全身反応教授法 

 Total Rehabilitation Research, 2015, 2:116-123. © 2015 Asian Society of Human Services 

Ⅰ. はじめに

2020 年にオリンピック・パラリンピックが日本で開催されることが決定し、急速にグロー

バル化が進められている。文部科学省は、スーパーグローバルハイスクール（Super Global 
High-school；SGH）を全国に設置し、英語力を１つのツールとして身につけ国際的に活躍

できるグローバルリーダーの育成を目的としている。また、文部科学省（2013）は「グロー

バル化に対応した英語教育改革実施計画」と称し、初等中等教育段階からグローバル化に対

応した教育環境づくりを進めるため、小学校における英語教育の拡充強化、中・高等学校に

おける英語教育の高度化など、小・中・高等学校を通じた英語教育全体の抜本的充実を図る

としている。

中山（2010）は、日本語よりも抑揚があり、表情より動きを大きく伴う英語はコミュニケ

ーション育成に新鮮な刺激を与えるものであり、リズミカルな歌やゲームなどを通して、英

語という音を楽しみ、親しむことで表現することの楽しさや大切さも体験することができる

と述べている。また、文部科学省（2014）は、外国語教育における基本的な考え方として（1）
言語や文化に対する理解を深める、（2）積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度を

育成する、（3）「聞く」「話す」「読む」「書く」の 4 技能をバランスよく育成する、として小

中高通してコミュニケーション能力の育成を図ると提示している。

Hosoda（2013）は、4 か月間英語語彙学習プログラムに参加した日本人成人 24 人の脳構

築の変化を計測し、言語との関わりが乏しいと考えられていた右半球前頭葉の一部が英語力

アップに相関して大きくなり、並行して脳局所間の連結も教化されていたことが示された。1
年後に再測定を行うと、自主的に学習を続けていた人だけが脳発達を維持し、ほかの人の脳
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は以前の状態に戻っていた。さらに、137 人における検討でも英語語彙能力が高いほど、こ

れらの部位が発達していることが確認できた。この研究は、言語学習のメカニズムに新たな

視点を与えるだけでなく、失語症のリハビリテーション法開発支援など医療の向上にも貢献

することが期待されている。

また、カナダのヨーク大学バイリンガル能力研究者である Bialystok（2010；2011）は、

211 人のアルツハイマー患者を対象に調査を行った。その結果、バイリンガル（二か国語使

用者）は、モノリンガル（母国語のみ話す人）に比べ、認知症の発症が 4、5 年遅くなると

いうことが明らかになった。さらに、バイリンガルは知的な問題の処理に優れており、脳内

で複数の思考を同時に行う「並行処理」の能力にも長けていることが明らかとなった

（Wodniecka，2010；Abutalebi，2011；Fergus，2011）。 
加えて、アメリカのノースウエスタン大学 Kraus（2012）は、バイリンガルの脳はモノリ

ンガルの脳と比較して、音節を判別する能力に優れていて、ざわめきに埋もれた音節でも感

知できるという。このことから、聴覚神経系の生物学上の違いによって、2 カ国語以上を話

す人は注意力やワーキングメモリーも向上していることを明らかにした（Karl，1997；Luo，
2013）。 
このように教育面以外の分野からも外国語学習が注目され、その効果が期待されている。

近年では、外国人観光客の増加や外国人留学生の受け入れを積極的に行うなど、グローバル

化は社会全体で進められているといえる。こういった今日の社会の流れから、私たちは日々

の暮らしの中で外国の人や言語、文化に接し、関わり合いながら生活している。

平成 20 年 3 月の学習指導要領の改訂により、小学校高学年において外国語活動が位置づ

けられ、平成 23 年度より全面実施されている。これは、特別支援学校においても同様であ

るが、実践経験が少ないこと、公開授業という形で発表されることが少なく、どのように実

践するか分からない、指導法が確立されていない、手探り状態であること、特別支援教育に

おいて外国語活動を行うことの意義が不明確であること（中山，2010；林田・石田，2012；
伊藤・小林，2011；村上，2009）といった様々な問題が指摘されている。 

以上のことから、本稿では特別支援教育における外国語活動の現状と課題を先行研究より

整理し、特別支援教育において実施可能かつ効果的な外国語活動とはどのようなものである

べきかを考察し、今後の研究課題について展望する。

Ⅱ. 特別支援教育における外国語活動の意義について

伊藤・小林（2011）は、特別な支援を必要とする児童の外国語活動を「特別支援外国語活

動」と名付け、英語活動の違いについて明らかにしている。英語活動とは、総合的な学習の

時間の国際理解教育の一環であることから英語以外の言語を指導することも可能であり、原

則 3 年生からとし明確な学年の指定や時数も定められていない。それに対して、外国語活動

は、平成 23 年度より必修化され英語を指導することが原則である。また、5 年生と 6 年生に

行うという学年も定められていて、年間 35 単位時間の指導が義務づけられている。 
学習指導要領には、「外国語を通じて、言語や文化について体験的に理解を深め、積極的に

コミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図り、外国語の音声や基本的な表現に慣れ

親しませながら、コミュニケーション能力の素地を養う」という目標が示されている。加え

て、特別支援学校小学部学習指導要領の第 4 章外国語活動では、特別支援教育において行わ
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れる外国語活動ではいくつかの配慮事項があるとし、「1、児童の障害の状態等に応じて、指

導内容を適切に精選するとともに、その重点の置き方等を工夫すること。2、指導にあたって

は、自立活動における指導との密接な関連を保ち、学習効果を一層高めるようにすること」

と明記されている（文部科学省，2009）。また、外国語活動については、当該学年間を見通

して、地域や学校及び児童の実態に応じ、その障害の状態や発達の段階を考慮しつつ、効果

的・段階的に指導するようにすることとある（第 1 章総則第 4 の 1）。 
これらの配慮事項から、外国語活動においても他教科と同様に特別な支援を必要とする児

童への障害の状態や程度に応じて柔軟に対応することができ、個々のニーズに合った指導が

可能である。

Ⅲ. 特別支援教育における外国語活動の現状

今日の教育現場では、実際に特別支援教育においても外国語活動が取り組まれていて、様々

な成果が上げられている。久保・金森・中山（2012）は、特別支援学級に在籍する児童にお

いて ICT を活用した外国語活動を行った。その成果として、歌やチャンツを行う活動が児童

に合っていたこと、ICT を活用することで視覚情報の理解を助け、興味や関心を高めること

ができ、意欲的に活動する姿が見られたと報告している。同様に、寡黙な子が活発に、不登

校児が ALT；外国語指導助手 Assistant Language Teacher（以下、ALT）との楽しい活動

に参加をしたり、自閉症児が ALT と臆することなく話をしていた（小林，2011）。立ったり、

歌ったり、集団でのゲームを通して協調性を身につけていた（中山，2010）という事例も報

告されている。

しかし、一方では「まずは日本語の習得が優先されるべきだ」、「日本語の習得でさえ課題

が多いのに、別の言語を学ばせるのは難しい」（林田・石田，2012）という意見を持つ学校

も少なくないのが現状である。だが、外国語活動＝新しい言語の獲得ではないことを強く主

張したい。

学習指導要領にあげられている 3 つの柱として、1）言語や文化の体験的理解、2）積極的

なコミュニケーション態度の育成、3）音声や表現に慣れ・親しみ、がある。具体的にいうと、

ゲームやチャンツといった体を実際に動かす体験的な活動を通して外国語に興味や関心を持

つこと、ALT や JTE；日本人英語講師 Japanese Teacher of English（以下、JTE）、クラス

メイトとの関わりからコミュニケーションをする楽しさや大切さを学ぶこと、普段使ってい

る日本語とは異なる外国語にも慣れ、親しむことが外国語活動の目標であるといえる。この

ことから分かるように、外国語活動を通して、単語や熟語、文法を説明して暗記するといっ

た習得を目的とするのではなく、生徒や教員と外国語を用いて様々な活動を実際に体験し、

慣れ親しむことが本来の外国語活動の目標である。

また、外国語活動は児童の実態に応じ、その障害の状態や発達の段階を考慮しつつ、効果

的、段階的に指導することに加えて、「重複障害者等に関する教育課程の取り扱い」において、

「（1）各教科及び外国語活動の目標及び内容に関する事項の一部を取り扱わないことができ

ること。（2）各教科の各学年の目標及び内容の全部又は一部を、当該学年の前各学年の目標

及び内奥の全部又は一部によって、替えることができること」（第 1 章総則第 5 の 1）と規定

されている。よって、全ての目標を達成するのではなく児童の障害の状態に合わせた柔軟な

目標を設定し、児童一人一人に適した指導が取り組むことが可能であろう。
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小林（2011）は、「言語そのものを教えることをねらいとしない活動」をすすめた結果、

日本の教育政策と関連の深い教育成果が期待できることが明らかになった。また、外国人と

の交流を通して児童が体験することは「わかった」、「言葉が通じた」といった実感が個人の

自信となり、自尊感情を高め、自己の確立を促すことになると述べている。 
また、平成 18 年度から 20 年度に文部科学省から研究開発学校として指定されていた春日

部市立粒壁小学校での授業実践では、特別支援学級の児童は通常学級との交流学習として外

国語活動が行われた。そこでは、児童の自分なりの表現方法を用いて JTE との英会話を主体

的に活動できる時間となったことや、全員が活躍できるアクティビティでは児童への一体感

と自信を与えることができたと報告している（星居，2008）。 
それから、中山（2010）は、算数や国語などの授業では、児童に能力の差が顕著な場合が

あり、自身を失うこともしばしば見られ、失敗体験などから「どうせ僕はやってもできない」

と感じるようになるなどの二次的障害が引き起こされる場合があることを考慮すると、外国

語はどの児童にとってもスタートラインが同じで比較平易な内容が豊富であると利点を述べ

ている。 
外国語活動を行う上での目標が明確に認識されていない、事例研究や活動の成果が広まっ

ていないことにより、外国語活動＝新しい言語の習得・獲得という誤った考えをもつ教員も

いることが現状にあり、特別支援教育で行う上での目標や配慮事項をきちんと把握する必要

がある。 
 

Ⅳ. 今後の研究課題 
 
 日本英語検定協会（2013）が全国の小学校（国公私立）から抽出した 5207 校を対象に行

った外国語活動及び英語活動に関する現状調査では、特に必要と思う研修内容についての質

問に、「指導法に関すること」31.4％、「教員自身の英語力に関すること」31.4％、「ALT や

JTE 等との連携に関すること」29.6％という回答であった。また、現在外国語活動において

問題や課題であると感じることにいての質問には、割合の高い順に「ALT との連携および打

ち合わせ時間」60.1％、「教員の指導力・技術」54.1％、「指導内容・方法」53.2％という回

答であった。これらの結果から、自身の英語力や指導力に満足していない状態であることや、

英語力が乏しいことから十分に ALT との授業の相談ができないこと、業務の多忙により ALT
や JTE との打ち合わせ時間が確保できていないこと等の問題が推測できる。文部科学省

（2013）は、平成 26 年度よりグローバル化に対応した英語教育改革実施計画により新たな

英語教育の在り方実現のための体制整備を推進している。小・中・高等学校における英語教

育推進リーダーの加配措置・養成研修、指導力向上や外部人材の活用促進として ALT の配置

拡大、研修強化・充実といった「英語力の向上」の目的のみが強調されている。しかし、こ

の計画は英語力や指導力の向上に注目されるばかりで、特別支援教育に対する外国語活動の

支援体制整備についての言及はない。グローバル化に伴い、特別支援教育においてもより効

果的な外国語活動を行う上で、特別支援教育における外国語活動の目標や配慮事項を把握す

ることや、より多くの専門家を確保し具体的な指導法を学ぶ機会を作ることができるように

研修の充実を図ることが求められるであろう。現場の教員からは不安と支援（人的・研修）

を要望する声（中山，2010；林田・石田，2012）があり、今後早急に支援体制を整える必要

がある。 
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小学校学習指導要領解説外国語活動編の第 2 章目標及び内容「3 指導計画の作成と内容の

取扱い（5）」には、「指導計画の作成や授業の実施については、学級担任の教師又は外国語活

動を担当する教師が行うこととし、授業の実施に当たっては、ネイティブ・スピーカーの活

用に努めるとともに、地域の実態に応じて、外国語に堪能な地域の人々の協力を得るなど、

指導体制を充実すること」と示されている。このことから、積極的に ALT や JTE を活用す

ることは外国語活動を実施する上で効果的であると考えられる。しかし、ALT が配置されて

いる学校は積極的に活用したいが、留意点として、障害を理解し、個々の児童の特性をとら

えながら担任とともに協力的に授業ができることが求められる（小林，2011）。 
以上見てきたように、我が国の先行研究においては、外国語活動における指導者の専門知

識についての調査や研究は見当たらず、今後の特別支援教育における外国語活動をすすめる

上で早急の課題であると考えられた。

学校教育法 130 条第 2 項では、「特別支援学校の小学部、中学部又は高等部においては、

知的障害者である児童若しくは生徒又は複数の種類の障害を併せ有する児童若しくは生徒を

教育する場合において特に必要があるときは、各教科、道徳、外国語活動、特別活動及び自

立活動の全部又は一部について、合わせて授業を行うことができる」とされている。また、

特別支援学校小学部学習指導要領の第 4 章外国語活動では、「2、指導にあたっては、自立活

動における指導との密接な関連を保ち、学習効果を一層高めるようにすること」と記されて

いることから、外国語活動は自立活動の一環としてとらえて授業を行うことが効果的な方法

ではないかと考えられる。自立活動を通して行われている人間関係の形成やコミュニケーシ

ョンの訓練、あるいは情緒や身体の解放などは、児童一人ひとりに作成されている「個別の

指導計画」に沿って行われており、英語活動も、自立活動で児童が学んでいる内容を踏まえ

て導入することで、個別支援計画と整合性のある教育支援の一環として位置づけのできる活

動である（中山，2010）。外国語活動は、児童一人ひとりの障害の程度や状態に合った目標

を設定することができるため、個別支援計画は児童を知る上で大事な情報源であり、活用す

ることで指導助手である ALT や JTE といった外部の専門家との授業の相談や打ち合わせも

スムーズに行えるであろう。よって、今後は自立活動の一環として取り組める外国語活動の

在り方を提案するのも重要な研究課題である。

次に、特別支援教育における外国語活動で実践が可能で、具体的な指導法の一つとして、

全身反応教授法 （Total Physical Response Approach；TPR）が適していると考えられる。

TPR とは、語彙の暗記や翻訳練習を行う文法訳読法とは異なり、1960 年代に James Asher
により提唱された直説法の活動の一つである。話す前に聞く力を身につけること、親が子ど

もに動作させていく場面で言語を学んでいくことといった子どもの言語習得過程から考え出

されたものである（久保田・磐崎・卯城，2001）。学習者により多くのインプットを与える

ことができ、初期の段階では英語での無理な応答は求めず、動作によって応答させること（千

田，2012）から、外国語活動を行う初期の段階に適した指導法であるといえる。また、小林

（2011）はノンバーバル（非言語）コミュニケーション活動の大切さを述べている。小学校

学習指導要領の指導計画の作成と内容の取扱い 2 の（ウ）には「言葉によらないコミュニケ

ーションの手段もコミュニケーションを支えるものであることを踏まえ、ジェスチャーなど

を取り上げ、その役割を理解させるようにすること」とあり、特別支援を必要とする児童に

は非言語によるコミュニケーションで生活をしているケースも少なくない。自分の思いをよ

り正確に伝えるために言葉を発することはもちろんのこと、言葉によらないコミュニケーシ
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ョンも大切であると強調されている。このことからも、TPR は外国語を聞いて動作をするこ

とが重要であるため、児童の負担になることもなく楽しく学習できるであろう。

おわりに、現在行われている外国語活動は、指導内容の目標が明確に認識されていないこ

とから外国語活動の目的は新しい言語の習得という誤った考えを持つ教員が少なくない。ま

た、事例や活動の成果を発表する場が少ないため、教員への研修の充実化を行う必要がある。

また、外国語活動は個別の支援計画を活用し、自立活動と関連した児童一人ひとりにあった

内容を行うことが求められる。そのため、教員は特別支援教育の専門知識に加えて、語学力

や指導法に関する外国語活動の専門知識の向上が課題であり、今後は外部の専門家である

ALT や JTE に対して、特別支援教育についての専門知識の調査を行う必要性もあると考え

られた。
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ABSTRACT 

Olympics 2020 are being held in Japan, therefore government has taken the initiative 
in globalization. To do so the government revised the course guideline in 2008, and 
students are due to study foreign language including special need students. However, we 
are facing some problems; teachers have few experiences of practice, no guideline for 
preparing effective lessons and a lack of explanation of the reasons to teach foreign 
language. As a conclusion, we need to establish an effective way to lead students with 
special needs to learn foreign languages. In addition, teachers have to brush up their 
teaching skills and get more knowledge of students with special needs. 
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